
（公社）全国私立保育連盟 調査部
『架け橋プログラム調査 ～こどもの成長を切れ目なく支える～』

報 告 書

①

今回の調査は２０２３年１２月に閣議決定された『幼児期までのこどもの育ちに
係る基本的なビジョン』（以下、「育ちビジョン」）のテーマのひとつ『切れ目な
く（こどもの）育ちを支える』がベースにあります。
私たち保育施設が関係する子どもの育ちの切れ目と言えば入園前の家庭での子育
てから施設利用開始と、卒園後の小学校生活の開始であり、前者の支援においては
保育施設の利用がそのまま子どもの育ちの支援に直結していると思われます。こど
も家庭庁においても『こども誰でも通園』を制度・給付化することで出産期から保
育施設利用までの期間についてのフォローを進めています。
一方後者は『小一プロブレム』と称されるように子どもが小学校での生活になじ
めず、落ち着けない状況で過ごすことをいい、自園の卒園児が直面している話を聞
くと、園生活のなかで何が足りなかったのだろうとこれまでの関わりや保育を振り
返る経験をされている方も多いと思います。また子どもの小学校入学に際して、小
一プロブレムと同じ時期に『小一の壁』と呼ばれる保護者が抱える問題（学童保育
等で預かってくれる時間の短縮、長期休暇への対応など）が生じることで小一プロ
ブレムの課題に拍車をかけています。令和７年４月から育児介護休業法が改正され、
社会制度としても見直しを図られていますがその効果は現時点では言及できません。

このような状況から保育施設と小学校との接続については、5歳児から小学校1年
生の2年間のカリキュラムの検討・実施を『架け橋プログラム』として進められてい
ます。この接続を丁寧に行うことが子どもの育ちやウェルビーイングの向上に効果
的であることは明確であり、積極的に取り組んでいる自治体や施設がある一方で、
全国的な実施率はそれほど高まっていないように感じます。そこには１つの保育施
設からの卒園児が複数の小学校に進学する現状や地元の教育委員会・小学校の支援
の度合い、そもそも幼児期から小学校への接続期に対するケアの大切さに関して日
本の社会の認識が低い等の課題があります。

上記の背景から全私保連調査部では、
保育施設と小学校の架け橋構築がどの
程度進んでいるのか？またカリキュラ
ムの効果を高めるためにどの様な配慮が
望まれるのか？などの現状理解を深める
必要性があるとの考えから本調査を行
いました。得られた結果とその考察に
より、幼児期と学童期の切れ目解消に
寄与出来れば幸いです。

調査内容：本調査報告書に添付した「調査票」に基づくインターネット調査
調査対象：保育施設を代表してご回答頂ける方
調査期間：調査期間：令和７年１月６日～１月３１日
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まとめ
調査の考察を全て終えた時点での所感をこのまとめとしてお伝えしていますが、今回の架け

橋プログラム（小学校との接続）について、こどもの育ちを支えるという趣旨は誰もが賛同する
内容であるにもかかわらず、実施においては自治体間、そして施設間の差が大きいと感じてい
ます。（具体的には市区町村の教育委員会と保育施設、それぞれの意欲）

平成20年の「小学校学習指導要領解説生活編」で示されたスタートカリキュラム導入当時は
かなり活発に保育施設と小学校との交流が始まり、平成２７年度には公定価格で小学校接続加
算が新設され、さらに取り組みが進むと思われましたが、コロナ禍と保育の人材難が接続の切
れ目になってしまったようです。さらには子育て世代家庭の養育力の低下、保育現場で進めら
れている子どもの権利の尊重に基づく一人一人に丁寧な関わりと、小学校での授業との形態
の違い等も影響を与えているのではないでしょうか。

今回の調査によって見えてきた、今後の小学校との接続の課題については
・保育施設側だけでは成立しない → 教育委員会と一緒に
・カリキュラム実施の効果がわかりにくい → 人的交流や連携協議会での聞き取り
・プログラム実施を支える人的支援（特に定員が少ない施設） → 制度的要望
・全ての保育施設が作成している要録の活用 → 子どもの状況の見える化
・こども自身の適応力強化 → 保育内容の検討（仲間と関わる力など）

などが考えられます。

人と人との関わりは喜びもありますが、逆に苦しいときもあります。それは組織（架け橋プロ
グラムにおいては保育施設と小学校）においても同様で、連携を継続するには労力も必要です
が、それぞれを尊重しつつ交わり合うことがきっと子どもの育ちの支えになると信じて架け橋
を築いていきましょう。
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③

Q1 あなたの所属する
地域組織を教えてください。
（都道府県別回答のｎ数）

【調査回答期間】
2025/１/６（月） ～ 2025/1/３１（金）



④



⑤



⑥

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨
〇数字はQ12の凡例



⑦



⑧

Q17_10 上記で該当選択肢がない（自由記述200字以内）【　　　】
小学校の教諭の幼児教育の理解。
近隣の保育園との連携
園の保育と小学校学習要綱の違いをどう乗り越えていくのかが課題だと思っ
ています。主体的在り方を求め伸ばそうとする支援の仕方と、指導をするという
在り方をどう乗り越えていくか。現場の葛藤を交流とそれを支える行政の支援
が必要かなと考えています。
2歳までの保育園なので小学校との連携はまだ考えられていない
教育行政と市長部局による縦割り儀行政の解消
保育要録が義務になっているが、町独自の要録と内容が重なる書類を使用して
いる。要録は小学校の先生方も金庫に大切に保管していて、連絡会議等実際に
使用する際は町の書類を使用している。児童要録は保管書類にすぎないので、
義務としないでほしい。
乳児専門保育園の為すみませんが、回答ができません。
保育園での基本的生活習慣とともに小学校との接続カリキュラムを行うことが
大切だと考える
小学校ヘ進学するための準備としてのかけ橋プログラムでなく、その子なりの
保育園での生活の延長として小学校での生活を考えて行ける連携の在り方が
望ましいと思われる。
国家による国民の育成目標の制定
気になる子、特別支援が必要とする子どもの共通理解
幼小互いに参観し、実情把握と地域ごとのカリキュラム作成と見直し
２歳児までの保育園施設
小学校の積極的取組
教諭があまりにも、幼児の心理や発達に関して知らないことが多いため、夏休
み中の２時間程度の観察や交流を行っただけでは表面上実施しただけになるた
め、せめて１日保育士を体験して就学前の用事やそれ以前の乳幼児が生活する
姿を学んでほしい。
小学校の先生が保育園に見学、視察にくることを教育委員会が位置付けてもら
いたい。小学校教諭が見学研修にくることができるようにすることが望ましい
と考える。
要録は小学校で全く活用されていないときいた。
保護者の小学校への視察



⑨

Q１９. 架け橋プログラムや小学校との接続に関連することでのご意見をお聞かせ下さい。
（自由記述300字以内） n=445
※テキストマイニングの抽出語の共起ネットワーク作図にはKH Coderを使用。

Q18. インターネット上に公開されている架け橋カリキュラム等で参考になるサイトがありましたら、
URL等を教えて下さい。(自由記述200字以内)
※具体的にＵＲＬが記載されていた回答をのみ記載
（原文をそのまま記載しましたがアクセス出来ないＵＲＬ等があります）

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/youchien/1258019_00002.htm

https://www.city.yokohama.lg.jp/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/renkei/20170216154302.files/0017_20240329.pdf

https://www.mext.go.jp/content/20220405-mxt_youji-000021702_3.pdf

hoiku-is.jp

https://www.city.yokohama.lg.jp/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/renkei/default20220908.html

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/youchien/1258019_00002.htm

https://www.city.kyoto.lg.jp/kyoiku/page/0000334387.html

https://www.city.kobe.lg.jp/a48730/kosodate/education/program/approach-and-start.html

https://www.city.kyoto.lg.jp幼保小の架け橋プログラム京都市
https://www.pref.shizuoka.jp静岡県公式HP
https;//www.benesse.jpベネッセ教育情報

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/youchien/1258019_00002.htm

https://www.city.kyoto.lg.jp/kyoiku/cmsfiles/contents/0000334/334387/gaiyou.pdf

https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/83896

横浜市HP
https://www.city.yokohama.lg.jp/kosodate-kyoiku/hoiku-yoji/renkei/20170216154302.html

八尾市HP
https://www.city.yao.osaka.jp/0000025422.html

luther@aiikuen.net



⑩

考察① 架け橋プログラムへの関心度

上図はQ10、Q11とQ8貴園における関係者の架け橋プログラムへの関心のクロス集計であ
る。赤枠のように都道府県・市区町村の教育委員会や自治体の子ども子育て会議、就学前児童
担当部署の関わりによって保育施設側の関心が高まっていることがわかる。

また卒園児の進学先が４校まで条件において、わずかながら関心が高まっていることが分か
る（青枠）。調査前の仮説で進学先が多いことで調整が難しくなり、手が回らず、結果的に関心
が薄れてしまうことを危惧したが、結果においてもその様子が現れた。

＜コラム１＞【保育施設と小学校の連携を地域として取り組む】

幼保小の連携を考えるとき、間違ってはいけないのは、幼児期が小学校への準備期間と
して位置付けるのではなく、幼児期での様々な原体験から得た力が小学校での学ぶ力にど
のようにつながっていくのかを見据えていなければならないということです。

しかし、架け橋プログラムについて、どれほどの関心があり、現場実践の中で共通理解・共
通認識ができているのか、全国的な実施率としてもそれほど高まっていないように感じて
います（この調査による小学校加算適用施設は令和５年度54.9%、令和６年度64.9%）。
また、小学校において、就学前の養護と教育が一体となった子ども主体の学びが、どのよ
うに位置づけられているのか知りたいところです。

この２つの論点から、すでに策定されている幼保小の架け橋プログラムの実施に向けて
の手引き等を活用し、職員研修を行いながら、理解と納得をした上で実践を深めていくこ
とが大切であると考えますが、幼保小の連携において各園での取り組みや方法等が異なっ
ていたり、中には連携自体が難しい状況があったりします。大切なのは保育施設と学校が
それぞれが連携するだけでなく、それを支える背景として、地域で育てたい子ども像を共
有し、地域性を活かした実践を行っていくことが必要ではないかと思います。

就学前の子どもたちと関わる私たちは多様なアンテナを張り、子どもの成長、豊かな育ち、
ウェルビーイングを願いながら、子どもにとって、よりよい環境を整えていきたいと考えて
います。そして、子どもが主体となり、日々の保育・教育をデザインすることで、子どもの持
つ可能性の芽が自信という大きな力をまとって、新たなステージへとつながっていくであ
ろうと思っています。



⑪

考察② 関係機関の意識と検討組織の構成員

Q9の単純集計により、
架け橋プログラムへ最も
積極的であったのは市町
村の教育委員会であった。

右図はQ12とQ9のク
ロス集計であるが、市区
町村教育委員会の積極性
の有無が実際の保育施設
の取り組み内容に大きく
影響している。

自治体により保育施設
と教育委員会の距離感は
異なると予想されるが、
架け橋プログラムを進め
られていない場合には、
二者の連携が不可欠であ
ることを現している。

赤枠に示すようにQ10の単純集計では近隣の小学校が構成員になっている割合は全体で
64.2％であった。市区町村との関わりは教育委員会が28.3％であったのに対し、就学前児
童担当部署は16.3％、子ども子育て会議は11.0％と比較的少なかった。そして都道府県の教
育委員会は4.2％に過ぎなかった。

考察を深めるためにQ２、Q５とQ１０のクロス集計で市区町村の人口及び園の在園児数との
関係を示した。市町村の教育委員会、就学前児童担当部署、子ども子育て会議と一緒に活動し
ている割合は、人口１～１０万人では充実しているが、５０万人以上の都市では大きく減ってい
る（青枠）。在園児数の違いは職員のマンパワーと連動していると考えると、「わからない」の値
が突出し、その他の項目の値を下げていることから、架け橋プログラムの推進には小規模施設
へのさらなる支援が必要と感じる（桃枠）。１８０人の回答で市区町村教育委員会と認定こども
園の割合が上がっているのは母体が幼稚園であることが起因していると類推する。



⑫

考察③ 小学校との接続への取り組み状況

令和６年度から令和８年度の予定において、最も回答が多いのは③（交流段階） 保幼小連携
の推進、連絡体制の確立、保育・授業参観、行事への招待であったが、年度が進むにつれて③や
②の割合が下がり（赤矢印）、④、⑥、⑦の割合が上がっていること（青矢印）から取り組みも進
んでいることが分かる。

左図はＱ５園児数
とＱ１２Ｑ１３Ｑ１４の
クロス集計であるが、
３０人未満の施設に
おいて取り組んでい
ないという回答が高
かった（赤枠）。

例えば異年齢児を
担当するクラス運営
では、年長児のカリ
キュラムを進めるの
が難しかったり、連
携を進めるマンパ
ワーが不足している
ことが考えられる。

また赤枠右の⑧当
てはまるものがない
については、年長児
がいないというケー
スが考えられる。



⑬

考察④ 小学校接続加算（公定価格）への取り組み状況

Q15 令和５年度における公定価格の小学校接続加算への取り組み状況（赤数値）は、
「小学校との接続を見通した教育課程を編成していること」及び要件Ⅰ・Ⅱを満たしての
加算が５４．９％の施設で活用されており、「わからない」「加算要件の内容を行っていな
い」は３２．１％という結果となった。

Q16 令和６年度に開始された新たな接続加算の枠組みの利用状況を尋ねた（青数値）。
先の要件が「小学校と協働して、５歳児から小学校１年生の２年間（２年以上を含む。）のカ
リキュラムを編成・実施していること」及び要件Ⅰ・Ⅱとなっており、連携の強度はあげら
れているが、３２．３％の施設で加算申請が予定されている。また、要件Ⅰ・Ⅱのみでの加
算申請予定も３２．６％あり、加算申請は予定ベースで合計６４．９％（令和５年度比１１８％
増）、「加算要件の内容を行っていない」は１７．６％（令和５年度比２１％減）が見込まれて
おり、新制度初年度にしてすでに一定のインセンティブ効果が明らかに現れている。

上記クロス表はQ15、１６の各々選択肢がどう対応したかを示している。令和５年度の
加算申請５４．９％のうち半数が令和６年度のカリキュラム実施に移行していた。

制度設計としては特に緑枠のグループが赤枠に示された部分に集中していくことが望
まれ、実際一定数そのように変化したことが見て取れる。特に「加算要件の内容を行って
いない」、「加算条件に取り組んでいるが内容が不十分なため加算申請しなかった」、「わ
からない」としていたグループの行動を変容させていることが、令和５年度より加算申請
予定を２割近く押し上げた主因といえる。



⑭

考察⑤ 小学校との接続に効果的なものは？

Q17 小学校との接続に効果的と思われるものとして、保育施設と小学校における職員
や子どもとの交流が多く挙げられ、次いで市区町村等の総合的な推進や支援となっている
（赤枠）。

Q16とのクロス集計からの考察では、まず加算要件の内容を行っていない回答において
人材確保の割合が上がっている（青枠）。ここでもマンパワーの支えが必要であることがわ
かる。また黄枠の＜加算要件に取り組んでいるが内容が不十分なため加算申請しない＞に
おいて市区町村等の支援やカリキュラムの割合が高いことから、独自で取り組んでいるが適
正な支援を望んでいるのではないかと思われる。

Q17同士でのクロス集計では、まだ連携が進んでいない場合には交流の数位が高い（桃
枠）が、既に連携が進んでいる場合には交流が前提になるため、数値が下がっている（緑枠）。



⑮

考察⑥ 架け橋プログラムの参考サイト（取組事例等）

＜コラム２＞【連携の具体例】

架け橋プログラムや小学校との連携に関連する事項で効果的と思われるものとして、保育
施設と小学校における職員同士の交流や子ども同士の交流が効果的と考えられていること
が多く挙げられ、市区町村等の総合的な推進や支援が後押しになっていることが示されまし
た。その反面、保育要録の活用や人材、モデルカリキュラムの作成と周知に関して課題を抱え
ていることも見えてきました。

筆者の市でも全市的に幼児教育センターが中心となり、保育施設、幼稚園、小学校と、育ち
の順に連携名を「保幼小連携」として、取り組んでいます。職員同士の交流としては、年間行
事の予定を立て、要録に基づいた情報交換を行ったり、合同研修会を行ったりしています。そ
の他、学校開放、公開授業、公開保育や、就学前説明会への参加で、それぞれの取り組みに対
する理解を深める機会を持っています。子ども同士の交流としては、小学校の運動会には複
数の保育施設の園児が練習を見学に行ったり、2年生の遠足先に訪れて一緒に遊んだり、1
年生の生活科で遊びを教えてもらったり、5年生との交流遊びを行うことで、同世代との交
流の機会を持ち、小学校への憧れや期待が育まれており、スムースな進学へとつながってい
ると感じています。

課題としては、連携小学校以外の学校との連携が希薄になりがちで、要録の送付のみで終
わってしまうこともある点です。小学校生活の中で何かあった際に園へ連絡が来ることがあ
るのですが、要録に記載していたことでも初めて聞いたかのような反応をされることがあり、
こちらからもっと積極的な申し伝えが必要だったかなと反省することもあり、難しさを感じて
います。

ここまで架け橋プログラム、小学校との接続・連携について進めることが難しい要因を考
察してきたが、全国の自治体の取り組みを調べると、継続的に連携を重ね、さらに高いレベ
ルを目指しているケースも少なくない。

Q18において回答があった参考となるインターネット上のサイトについては単純集計（９
ページ）に紹介した。そのなかにも記載があるが現時点で架け橋プログラムに関して最も効
率的に調べられるサイトは文科省の『幼保小の架け橋プログラム』（下記参照）であると思わ
れるので是非参考にして欲しい。
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/youchien/1258019_00002.htm

カリキュラムについても令和５年度報告書として以下の自
治体のものが掲載されている。

北海道、岐阜県、滋賀県、広島県、山口県、高知県、大館市
（秋田県）、白石市（宮城県）、西会津町（福島県）、川越市
（埼玉県）、横浜市（神奈川県）、袋井市（静岡県）、掛川市
（静岡県）、京都市（京都府）、枚方市（大阪府）、箕面市（大
阪府）、津和野町（島根県）、高松市（香川県）、竹田市（大分
県）

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/youchien/1258019_00002.htm


⑯

考察⑦ 自由記述で感じた様々な差

架け橋プログラムや小学校との接続に関連する自由記述では、4割を超える445件の回答を
いただいた。
本調査を行う上で周知文には仮説として、「架け橋プログラムの全国的な実施率が高まってい
ない現状には、保育施設から複数小学校への進学することや教育委員会の支援等の課題があ
る」ということを提示したが、それを裏付ける回答が多くあった。
内容を総括し、全体的な地域差・温度差・施設差・時間差という4つの差の視点から考察する。

【地域差・施設差について】
入り口として、これまで通りの交流にとどまっている（後退している状況も含む）という大多数

の施設と、架け橋プログラムにつながる前向きな活動をしている施設に分けらた。大多数に目
を向ければ一様に「就学先の小学校が複数あり何をどうしていけばいいかわからない」、「市町
村をまたぐ場合はさらにわからない」という地域差や、「少ない卒園児であるため前向きな相談
がしづらいこと、公立と比較し民間との接続体制が遅れている」といった施設差への悩みがうか
がえた。

【意識の温度差について】
ここでの温度差は、架け橋プログラムを進めようとするモチベーションが影響することを指し、

保育施設長、小学校長、保育施設担当課、教育委員会の中では保育施設長以外は異動が定期的
に行われ、その都度の担当によって、前向きや現状維持などばらつくことへの課題が大きいと
いう意見があった。

【時間差について】
時間差については、コロナ禍以前以後の部分である。複数の会員からコロナ禍以前の交流が

失われたままとなっていることへの訴えがあった。

上記の課題を改善しようと小学校へ訴えるも、忙しい理由で断られる、または受け付けてくれ
そうな雰囲気ではなく相談自体も躊躇している実態が感じらた。同じく保育施設としても多忙
な中で、改善に努めようとする人員・時間・労力を割くことは容易なことではない。

図 自由記述で見られた『差』の記述例



⑰

＜コラム３＞【小学校の現状と今後の展開】

私（筆者）自身、小学校PTA会長という立場で小学校とも接していると、不登校児への配慮（卒
業式では全体式の他に、登校できない児童のために終了後別室で開催）、複数担任制の導入（保
護者から理解を得られないケースもある）、部活動指導者の地域移行などの課題を抱える小学
校側が、複数の就学前教育・保育施設の各自とカリキュラムを作成することは困難と言えるで
しょう。

保育施設と小学校では共通して、こどもの成長を切れ目なく支えることの重要性は理解しな
がらも踏み出せない忸怩たる思いが、こどもを思う双方の心底に潜みます。その思いを表出で
きるように架け橋となっていただきたいという多くの切望が教育委員会や教育保育アドバイ
ザーへの期待でした。

期待して待つだけではなく、0歳から18歳の地域の宝を育てるという広い観点で、小中学校、
保育園等に伝え園長校長会が発足し、今後は架け橋検討委員会を立ち上げる動きをしている地
域もあります。

本制度実施のためには、成長を切れ目なく支えることと架け橋プログラムがイコールであり小
学校側もメリットがあることを、より一層浸透させていく努力が必要ではないでしょうか。まだ
始まったばかりの本制度です。すでに行っていることが対象となるなど、カリキュラムの作成と
運用が負担少なく机上のものとならないよう、柔軟な取り組みが各地で行われることを願いま
す。

テキストAI によって生成されたコンテンツは間違っている可能性があります。

＜参考＞文部科学省HP幼児期の大切な学びが分かる動画シリーズ（幼児教育の重要性に関する普及啓発動画）

＜参考＞文部科学省HP
幼児期の大切な学びが分かる動画シリーズ
（幼児教育の重要性に関する普及啓発動画）

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/youchien/mext_02697.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/youchien/mext_02697.html
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